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役職定年制度を「ほぼ例外な
し」に運用している大手企業は３
割にとどまる。役職定年年齢に達
すると問答無用で役職から外れる
ものと一般的に思われているが、
大半の企業が例外運用をしている
のが実態だ。
運用状況は企業によって大きな
バラつきがあり、役職定年の延長
者数の割合から３タイプに分類で
きる。
まずは役職定年を厳格に運用し
ようとする企業だ。「ほぼ例外な
し」の企業だけでなく、例外運用
が「１割程度」の企業も役職定年
を順守しようとしている企業に含
めていいだろう。両者を合わせて
％と、半数しかない。
次は、例外運用が「２～３割」
の企業だ。役職定年を守ろうとし
ている企業に入れてもいいかもし
れないが、実際の運用はかなり緩
めだ。役職定年の延長はやむを得
ないケースに適用する例外という
よりも、ある程度の延長者数をあ
らかじめ想定している。
３つめが該当者の「半数以上」
や「４～５割未満」の役職定年を
延長する企業だ。「ほぼ例外な
し」の企業と同じく全体の３割を
占める。このタイプの企業は役職
定年の延長者がほぼ半数を超える
ので、もはや役職定年延長は「例
外」とは言えない。役職定年は厳
守すべきルールというより、役職
離任の要否を検討する「目安の年
齢」という位置づけに近い。

そもそも役職定年制度は年齢を
基準として役職を外す制度であ
り、年齢基準でなければ役職定年
制度とは言えない。
例外適用の理由の典型は「後任
者がいない場合」だ。例えば高度
な専門性が求められる部門の管理
職で、その分野の専門能力をもつ
マネジメント人材が他にいないと
なれば、留任もやむを得ないとい
うことになるだろう。
「優秀な場合」を例外適用の理
由に挙げる企業も多い。後任者不
在に比べると、優秀な場合という
のは曖昧な面が多く、優秀なので
と言い出すと運用が緩みやすい。
優秀な管理職には役職定年を適
用しないとなると、それは年齢で
はなく能力や業績を基準に運用し
ていることになり制度の趣旨と矛
盾する。例外運用が多いので役職
定年制度は廃止したという企業が
あるのもうなずける。役職定年制
度を維持する企業は、考え方をは
っきりさせる必要がありそうだ。
例外適用の判断を誰がしている
のかという点も見逃せない。役職
定年を厳格に運用する企業では、
経営会議などで審議・決裁するな
ど例外適用の手続きが厳しい。一
方、部長クラス以上の役職定年は
人事部が管理するが、課長クラス
は各部門に委ねる企業もあり、役
職定年後の給与面での処遇も含
め、企業によってスタンスが異な
っている。
後任者不在問題については「サ
クセッションプラン（後継者計
画）」が問われる。 年のヒア
リング調査では、少なくとも３分
の１の企業が策定しており、ここ
２年で策定する企業が一気に増え
ている。
ここでいうサクセッションプラ
ンは、役職階層別の人材プールで
はなく、例えば開発部長や大阪支
社長といった個別具体的なポジシ
ョンにひも付く後継者計画を指
す。コーポレートガバナンスコー
ド（企業統治指針）の改定や人的
資本経営への関心の高まりが背景
にあり、経営陣から人事部へのプ
レッシャーも強まっている。

席 任 　藤総合パ 究ソ 所 上 主 究ルー 　 研 員研 氏薫井　




